予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　林業士認定審査会費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

林政部　恵みの森づくり推進課　担い手育成係　電話番号：058-272-1111（内3026）

　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　 

１　事業費　　３２９　千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	繰越金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	329
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	329

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
林業採算性の悪化や山村の過疎化、高齢化の進行等により、森林技術者は減少しており、林業の担い手不足から森林の持つ公益的機能の発揮に支障をきたす状況となっている。

このため、森林技術者の社会的・経済的地位の向上及び後継者養成のため、林業に関する有能な技術を有する者を林業士として知事が認定する。
なお平成17年度までは、強い林業・木材産業づくり交付金の中で、人材育成を実施してきたが、三位一体改革に伴い平成18年度から国庫補助金が廃止され、県単独事業として実施している。
（２）事業内容
　　○事業目的

　　　林業に関する優秀な技能を有する者を岐阜県林業士として知事が認定することにより、林業従事者の社会的・経済的地位の向上を図る。
○事業内容
①岐阜県林業士認定（筆記及び実技審査並びに認定審査会開催）
　１）認定申請のあった者について筆記・実技の審査を実施し、その結果を認定審査会に報告する。

　２）認定審査会は、試験部会の報告に基づき適否を協議し、岐阜県林業士適格者を知事に報告する。

　３）知事は、認定審査会から適格者として報告があった者を岐阜県林業士として認定する。

　②岐阜県林業士制度のPRを図るためのヘルメット用ステッカー制作
　　○全体事業費　３２９千円

　　○県負担の考え方
  　　　県：岐阜県林業士認定審査会規則に規定
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬
	84
	委員報酬

	報償費
	24
	実技試験監督

	旅費
	67
	委員会費用弁償、筆記・実技試験旅費

	消耗品費
	150
	ステッカー制作費

	通信運搬費
	4
	

	合計
	  329
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第３期岐阜県森林づくり基本計画において、平成33年度の森林技術者数を1,255人としている。
（２）国・他県の状況

　　　無
（３）後年度の財政負担
　　　平成９年度以降隔年で実施。次回は、平成33年度実施予定。
（４）経緯

・昭和52年度より認定事業を開始し、第1回では76名を認定し、その後平成8年まで毎年実施。前回の平成29年まで29回実施してきた。

・平成9年より県が発注する森林整備事業の入札参加資格の要件として林業士が入れられたため、より高度な技術資格へとその性格が変化している。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	林業に関する優秀な技能を有する者を林業士として知事が認定することにより、森林技術者の社会的・経済的地位の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林技術者数
(人)
	1,915
(H8)
	1,161
(H23)
	1,109
(H24)
	932
(H29)
	1,255
(H33)
	74％


（前年度の取組）

	隔年事業のため、前回（平成29年度）の取組みを記載

	
	部門
	H29申請数
	H29受験数
	H29認定数
	延べ認定数
	

	
	育苗
	
	
	
	21
	

	
	育林
	11
	11
	9
	1,023
	

	
	素材生産
	28
	28
	19
	478
	

	
	製材
	　 2
	2
	2
	64
	

	
	特用林産
	
	
	
	27
	

	
	計
	41
	41
	30
	1,613
	

	


（前年度の成果）

	隔年事業のため、前回（平成29年度）の取組みを記載
41人の受験者に対し、筆記及び実技の審査を行い、30名の者に岐阜県林業士の認定を行った。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・森林技術者の社会的・経済的地位の向上を図るため、岐阜県林業士の認定は必要な制度である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・前回は、41人の受験者があり、30人が岐阜県林業士として認定されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・岐阜県林業士認定審査会規則に基づき、外部有識者による認定審査会を経て岐阜県林業士の認定を実施している。


（今後の課題）

	優秀な知識と技術を持つ岐阜県林業士を広く県民にPRしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	地域の林業を振興していくため、岐阜県林業士制度を活用し、森林技術者の確保と育成を図る。


